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水管橋     写真提供：福島地方水道用水供給企業団



 

資料－1 

1 資料-福島県水道ビジョン検討会 
(1) 福島県水道ビジョン検討委員（五十音順、敬称略） 

氏名 専門分野・活動分野 所属など 備考 

今泉 繁 
水道事業者 
（水道用水供給事業） 

福島地方水道用水供給企業団 
事務局長（～令和２年３月31日）

第１回検討会～ 
第２回検討会 

岡部 光徳 
水道事業者 
（簡易水道事業） 

古殿町長（福島県水道協会長）  

佐々木 宏明 
水道事業者 
（水道用水供給事業） 

福島地方水道用水供給企業団 
事務局長 

第３回検討会～ 
第５回検討会 

佐藤 英司 学識経験者 福島大学経済経営学類 准教授  

高橋 智之 
水道事業者 
（上水道事業） 

会津若松市上下水道事業管理者 
令和元年度の所属など：
会津若松市水道事業 
管理者 

田崎 由子 利用者代表 
福島県消費者団体連絡協議会 
事務局長 

 

長岡 裕 学識経験者 
東京都市大学建築都市デザイン学部
教授 

座長、 
令和元年度の所属など：
東京都市大学工学部 
教授 

 

(2) 事務局 

機関名 備考 

福島県保健福祉部食品生活衛生課  
 

(3) 策定業務委託業者 

機関名 備考 

株式会社NJS 第３回検討会より参加 
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2 策定経過等 
年月日 項目 内容 

令和元年11月25日 第１回検討会 
・福島県水道ビジョン改定の概要について 
・福島県の水道の現状などについて  他 

令和元年12月 
水道事業者への 
アンケート（１回目） 

・水道事業の現状について  他 

令和２年１月31日 第２回検討会 
・現状分析と課題の抽出について 
・福島県水道ビジョンの骨子について  他 

令和２年６月 
水道事業者への 
アンケート（２回目） 

・現状分析と課題抽出のためのアンケート 

令和２年７月20日 第３回検討会 
・現状分析及び課題の抽出結果について 
・基盤強化方策について  他 

令和２年８月～９月 
水道事業者への 
ヒアリング 

・水道事業者の抱える課題と支援内容について 

令和２年11月４日 第４回検討会 ・福島県水道ビジョン（素案）について 

令和２年12月１日～ 
令和２年12月31日 

パブリックコメント ・福島県水道ビジョン2020（案）について 

令和３年２月 
第５回検討会 
（書面開催） 

・福島県水道ビジョンのとりまとめについて 
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3 水需要量の推計⽅法 
(1) 人口の推計 

将来生活用水量の算定に必要となる計画給水人口は、以下のフローによって推計しました。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-資料 １ 計画給水人口の推計フロー 

 
1) 将来行政区域内人口 

行政区域内人口（市町村ごとの人口）は、各市町村が策定した人口ビジョンをベースとし
ました。平成 30 年度における実績値との乖離（人口差）が将来一定であると仮定し、補正し
ました。（『「福島県の水道」での平成 30 年度実績値 − 平成 30 年度推計値』を将来分の
推計値に加算） 

ただし、原子力災害の影響が大きい 7 町村（飯舘村、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、
浪江町、葛尾村）は「福島県の水道」では人口０人との扱いであり、実際の帰還人口と合致
しません。そのため、これらの町村では補正を行いませんでした。 
  

趨勢人口

将来行政区域内人口

将来給水区域内人口

上位計画

補正値の設定

行政区域内人口対
給水区域内人口比率の設定

給水普及率の設定

人口の推計

計画給水人口
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2) 将来給水区域内人口 

将来の給水区域内人口は、行政区域内人口と給水区域内人口の比率を用い、平成 30 年度
の実績値が将来一定であるとの仮定の上、将来行政区域内人口に乗じることで算出しました。 

 
 
 
 
 
 
3) 計画給水人口 

計画給水人口は、平成 30 年度の給水普及率が将来一定であるとの仮定の上、将来給水
区域内人口に乗じることで算出しました。 

 
 
 
 
 
 
 
  

【計算式】 
計画給水人口  = 将来給水区域内人口 × 平成 30 年度の給水普及率 

        = 将来給水区域内人口 × 
 平成30年度の給水人口 

 平成30年度の給水区域内人口   

【計算式】 

将来給水区域内人口 = 将来行政区域内人口 × 
 平成30年度の給水区域内人口 
 平成30年度の行政区域内人口   
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(2) 有収水量の推計 

将来の有収水量は、以下のフローにより推計しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-資料 ２ 有収水量の推計フロー 

 
  

生活用原単位

有収水量

過去10か年実績 過去10か年実績 過去10か年実績 過去10か年実績

有収水量の推計

生活用原単位

業務・営業用水量生活用水量 工場用水量 その他水量

計画給水人口

時系列傾向分析

業務・営業用水量生活用水量 工場用水量 その他水量
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1) 時系列傾向分析 

生活用原単位、業務・営業用水量、⼯場用水量、その他水量の将来値は、時系列傾向分析
によって推計しています。時系列傾向分析に用いるモデル式として、以下の①〜⑤の式が、
水道施設設計指針（日本水道協会）に掲載されています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
次頁に事業者 Z における生活用原単位の推計例を示します。平成 21（2009）年度〜平成

30（2018）年度までの 10 年間の実績値の推移に最も当てはまるモデル式を、相関係数を
もとに判別します。 

次頁の推計例では、年平均増減数、年平均増減率、べき曲線の３つのモデル式で将来値が
推計できました。それぞれの相関係数は、一般的に相関があるとされる基準である相関係数
0.7 以上となったため、いずれも将来推計モデルとして十分に適していると判断できます。
ここでは相関係数の最も高い年平均増減率のモデル式（相関係数 0.9391）による推計結果を
採用することとしました。 

相関係数の他に、将来値の上昇、あるいは減少幅が現実的であるかどうかや、実績値の
異常値等が影響していないかなどといった、定性的な判断材料も加え、採用する推計式を
決定することもあります。 
  

①年平均増減数………………y = a・x + b 
②年平均増減率………………y = y0(1-r)x 
③修正指数曲線………………y = K - abx  
④べき曲線……………………y = y0 +A・xb 

⑤ロジスティック曲線式……y = 
K

1+exp(a-bx)  
※y：推計年度の値、y0：基準年度の値、x：基準年からの経過年数、A,a,b,r：定数、K：飽和値（収束値） 
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表-資料 １ 事業者Zの生活用原単位の時系列傾向分析結果 
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2) 有収水量 

将来の生活用水量は、将来の生活用原単位に計画給水人口を乗じて求めました。これに、
前述の時系列傾向分析で求めた業務・営業用水量、⼯場用水量、その他水量の将来値を足す
ことにより、将来の有収水量を算出しました。 

 
 
 
 
 
 

(3) 給水量の推計 

一日平均給水量及び計画一日最大給水量は、以下のフローにより算出しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-資料 ３ 計画一日最大給水量の推計フロー 

  

【計算式】 
将来の有収水量 = 将来の生活用原単位 × 計画給水人口  

+ 将来の業務・営業用水量 + 将来の⼯場用水量  
+ 将来のその他水量 

計画一日最大給水量

一日平均給水量

負荷率の設定

有効水量

有効率の設定

有効無収率の設定
有収水量

給水量の推計

有収率の設定
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1) 一日平均給水量 

将来の一日平均給水量は、将来の有収水量を将来の有収率で除することで求めました。
将来の有収率は、将来の有効率から将来の有効無収率を引くことで算出します。 

有効率は、近年の実績の他、管路の老朽化の状況や水道事業者による漏水防止の取り組み
などを考慮し、平成 30 年度の実績値を将来値として設定しました。有効無収率は、水道管
の洗浄用水や消防用水などの無収水量の増減が一定傾向にならないことから、平成 21 年度〜
平成30 年度の平均値を将来値として採用しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
2) 計画一日最大給水量 

計画一日最大給水量は、将来の負荷率（一日最大給水量と一日平均給水量の比）で将来の
一日平均給水量を除することで算出しました。 

負荷率は給水の安定性を考慮して、平成21 年度〜平成30 年度の負荷率の最低値（一日最大
給水量と一日平均給水量の差が最も大きい年度の値）を将来値として設定しました。 

 
 
 
 
 
 
 

【計算式】 
将来の有収率 ＝ 将来の有効率 - 将来の有効無収率 

 ＝ 平成 30 年度の有効率 
 ‒ 平成 21 年度〜平成 30 年度の有効無収率の平均値 

 
将来の一日平均給水量 ＝ 将来の有収水量 ÷ 将来の有収率 

【計算式】 
計画一日最大給水量 ＝ 将来の一日平均給水量 ÷ 将来の負荷率 

 ＝ 将来の一日平均給水量  
÷ 平成 21 年度〜平成 30 年度の負荷率の最低値 
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